
１　重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

  　満期保有目的の債券

　　償却原価法（定額法）を採用している。

(2) 固定資産の減価償却の方法

  ①什器備品・車両運搬具

    定額法による減価償却を実施している。

    なお、耐用年数は什器備品が4年、車両運搬具の普通自動車が6年、軽四輪自動車が4年である。

　②リース資産

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を0とする定額法による減価償却を実施している。

(3) 引当金の計上基準

　　①貸倒引当金…………………貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　　②賞与引当金…………………プロパー職員及び愛媛県からの出向職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

                              当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金……………プロパー職員の退職金支給に備えるため、期末要支給額の100％に相当する金額を計上している。

(4) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　資金の範囲には、手許現金、要求払預金及び3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

  価格変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっている。

(5) 消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記
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２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 (単位：円)

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　基本財産預金 412,304,136 1,086,912,408 1,086,912,408 412,304,136

　基本財産引当有価証券 608,245,612 196,149 0 608,441,761

小　　計 1,020,549,748 1,087,108,557 1,086,912,408 1,020,745,897

特定資産

　技術振興基金引当有価証券 252,383,949 104,800 0 252,488,749

　技術振興基金預金 157,924,913 473,774,739 473,774,739 157,924,913

　地域産業活性化基金引当有価証券 252,004,929 123,410 0 252,128,339

　地域産業活性化基金預金 198,616,460 595,849,380 595,849,380 198,616,460

　基盤整備基金引当有価証券 39,870,468 24,219 0 39,894,687

　基盤整備基金預金 110,251,356 330,754,068 330,754,068 110,251,356

　退職給付引当資産 77,921,491 135,569,413 134,912,174 78,578,730

　地域中小企業応援ファンド事業基金預金 57,247 5,372,023,404 5,372,008,074 72,577

　地域中小企業応援ファンド事業基金有価証券 12,474,823,850 4,572,923,749 3,993,362,580 13,054,385,019

　借入金返済準備預金 28,843,672 22,090,604 28,843,672 22,090,604

　貸与事業補填準備金預金 60,574,979 60,574,979 60,574,979 60,574,979

小　　計 13,653,273,314 11,563,812,765 10,990,079,666 14,227,006,413

合　　計 14,673,823,062 12,650,921,322 12,076,992,074 15,247,752,310

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円)

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

　基本財産預金 412,304,136 (412,304,136) － －

　基本財産引当有価証券 608,441,761 (608,441,761) － －

小　　計 1,020,745,897 (1,020,745,897) － －

特定資産

　技術振興基金引当有価証券 252,488,749 (222,724,862) (29,763,887) －

　技術振興基金預金 157,924,913 (137,579,770) (20,345,143) －

　地域産業活性化基金引当有価証券 252,128,339 (252,128,339) － －

　地域産業活性化基金預金 198,616,460 (198,616,460) － －

　基盤整備基金引当有価証券 39,894,687 (39,894,687) － －

　基盤整備基金預金 110,251,356 (110,251,356) － －

　退職給付引当資産 78,578,730 － － (78,578,730)

　地域中小企業応援ファンド事業基金預金 72,577 － － (72,577)

　地域中小企業応援ファンド事業基金有価証券 13,054,385,019 － (4,548,200) (13,049,836,819)

　借入金返済準備預金 22,090,604 － － (22,090,604)

　貸与事業補填準備金預金 60,574,979 － (60,574,979) －

小　　計 14,227,006,413 (961,195,474) (115,232,209) (13,150,578,730)

合　　計 15,247,752,310 (1,981,941,371) (115,232,209) (13,150,578,730)

※借入金返済準備預金の増加額は、主に、預金の預替による。

※基本財産預金、技術振興基金預金、地域産業活性化基金預金、基盤整備基金預金、退職給付引当資産及び貸与事業補填
準備金預金の増減額は、主に、預金の預替による。

※借入金返済準備預金の減少額は、預金の預替による他、主に、借入金返済に充当するため、9,181,719円を取り崩した
ことによる。

※地域中小企業応援ファンド事業基金有価証券の増加額は、主に、債券（約定金額4,571,976,596円）を新たに購入した
ことによる。

※地域中小企業応援ファンド事業基金有価証券の減少額は、主に、債券（額面金額3,990,200,000円）を預金に運用替え
したことによる。

※地域中小企業応援ファンド事業基金預金の減少額は、主に、基金造成資金借入金の返還（800,000,000円）や新たな債
券の購入（約定金額4,571,976,596円）のため、預金を取り崩したことによる。
※地域中小企業応援ファンド事業基金預金の増加額は、主に、基金造成資金借入金の借入（1,372,000,000円）や債券
（額面金額3,990,200,000円）から預金の運用替えのため、預金を積み増したことによる。
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４ 担保に供している資産

　基本財産預金30,000,000円、地域中小企業応援ファンド事業基金預金72,577円及び地域中小企業応援ファンド事業基金有価証券

 13,054,385,019円(帳簿価額)は、長期借入金(一年内返済予定長期借入金含む)13,072,000,000円の担保に供している。

５ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 (単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

基本財産

　20年利付国債（第131回）
   (H23.12.20～H43.9.20、1.709%)

326,286,749 392,237,958 65,951,209

　20年利付国債（第132回）
   (H24.3.21～H43.12.20、1.781%)

282,155,012 342,205,020 60,050,008

小　　　　計 608,441,761 734,442,978 126,001,217

特定資産

　10年利付国債（第298回）
   (H21.2.25～H30.12.20、1.260%)

700,178 707,190 7,012

　10年利付国債（第305回）
   (H22.2.23～H31.12.20、1.310%)

199,970 204,934 4,964

　10年利付国債（第348回）
   (H29.11.30～H39.9.20、0.020%)

1,158,686 1,158,855 169

　20年利付国債（第131回）
   (H23.12.20～H43.9.20､1.709%)

144,552,727 173,746,212 29,193,485

　20年利付国債（第132回）
   (H24.3.21～H43.12.20､1.781%)

399,959,048 485,080,821 85,121,773

　大阪府公募公債（第323回）
   (H21.2.26～H31.2.26、1.651%)

3,645,101,563 3,699,753,200 54,651,637

　大阪市公募公債（平成20年度第9回）
    (H21.2.20～H31.2.20、1.631%)

1,531,456,678 1,553,398,530 21,941,852

　北海道公募公債（平成20年度第14回）
   (H21.2.25～H31.2.27、1.638%)

800,637,430 812,384,000 11,746,570

　大阪市公募公債（平成21年度第9回）
   (H22.2.19～H32.2.18、1.494%)

2,504,012,879 2,574,138,000 70,125,121

  宮崎県平成２９年度第１号公債
   (H29.11.30～H39.11.30、0.211%)

4,571,117,635 4,576,771,336 5,653,701

小　　　　計 13,598,896,794 13,877,343,078 278,446,284

合　　　　計 14,207,338,555 14,611,786,056 404,447,501

 ※ 下段の(    )は、保有期間及び実質利率である。
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６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

前期末残高

0

0

0

0

0

0

７　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

８ 関連当事者との取引内容

役員の
兼務等

事業上
の関係

　取引条件及び取引条件の決定方針等

・ 「事業費補助」は、各補助金の交付要綱等に基づき交付を受けている。

・ 「事業受託」は、各事業の委託契約（実費弁償方式）に基づき受託している。

・ 「指定管理受託」は、「テクノプラザ愛媛の管理運営に関する基本協定書」等に基づき受託している。

・

・ 「資金借入」は、無利息資金であり、返済条件は１０年、一括返済としている。

当期増加額補助金等の名称

地域中小企業知的財産戦略支援事業費補助金     

交付者

愛媛県創業･経営基盤強化総合支援事業費補助金

1,876,000四国経済産業局

愛媛県 43,401,734

16,613,817愛媛県下請企業振興事業費補助金

1,876,000

43,401,734

愛媛県

－

－

(単位：円)

16,613,817

当期末残高

0

0

貸借対照表上
の記載区分

0

当期減少額

－

科目
期末残高

（単位：円）

  指定正味財産から振替額のうち運用利息収入振替額は、一般正味財産増減の部の基本財産運用益に10,389,156円、特定資産運用益に
8,805,340円含まれている。

資金借入

金　　　　額

合　　　　計

64,764,342 0

経常収益への振替額

　運用利息収入振替額

種類
法人等
の名称

住所
事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合

－2,295,791 0

577,000 0 －

19,194,496

愛媛県高度IT人材創出・育成事業費補助金       愛媛県

64,764,342

2,295,791

合　　　　　計

内　　　　容

小規模企業者設備資金貸付事業費補助金 愛媛県 577,000

19,194,496

19,194,496

取引金額
（単位：円）

62,888,342

82,901,304

343,000,000

支配法
人

愛媛県

松山市
一番町
4丁目
4-2

19,368
地方公共団

体

取引の
内容

事業受託

事業費補助

指定管理受託 107,710,400

資産総額
（単位：
億円）

関係内容

「資金返済」は、平成19年11月20日付け金銭消費貸借契約の貸付金3,400,000,000円のうち、3,200,000,000円を１０年の償還期限延長
とし、残り200,000,000円を返済期限の到来により、返済した。

―

評議員
１名

理事
２名

県出資法人
未収金 4,433,400

未収金

未収金

18,515,351

69,603,723

資金返済 200,000,000
長期借入金
(一年内返
済予定長期
借入金含

む)

10,758,000,000
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９　キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

現金預金勘定 341,029,249円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 　　　　　0円

現金及び現金同等物 341,029,249円

１０ リース取引関係

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容

　その他固定資産

　　施設管理運営事業において使用の統括管理システム機器及び入退室管理システムである。

１１　その他

　貸借対照表の特定資産の地域中小企業応援ファンド事業基金有価証券13,054,385,019円のうち5,977,895,849円は、１年内に償還期限が
到来する有価証券である。

所有権移転外ファイナンス・リース取引により取得したリース資産が6,315,840円ある。 所有権移転外ファイナンス・リース取引により取得したリース資産が8,294,400円ある。

　(１)現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

前期末 当期末

現金預金勘定 435,479,808円

　　　　　0円

現金及び現金同等物 435,479,808円

　(２)重要な非資金取引は、以下のとおりである。

前期末 当期末
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